
令和７年度　西川町病院事業会計予算

1



1．令和７年度　西川町病院事業会計予算 3 頁

2．令和７年度　西川町病院事業会計予算に関する説明書

（1）令和７年度　西川町病院事業会計予算実施計画 7 頁

（2）令和７年度　西川町病院事業予定キャッシュ・フロー計算書 10 頁

（3）給与費明細書 11 頁

（4）債務負担行為に関する調書 20 頁

（5）令和７年度　西川町病院事業予定貸借対照表 21 頁

（6）令和６年度　西川町病院事業予定損益計算書 23 頁

（7）令和６年度　西川町病院事業予定貸借対照表 24 頁

（8）令和７年度　西川町病院事業会計予算説明書 26 頁

（9）会計に関する書類における注記 33 頁

目　　　　　　　　　　　　　　　次

2



 

 

  

議第２５号 

令和７年度 西川町病院事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和７年度西川町病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は次のとおりとする。 

（１）病 床 数    ２８床 

（２）年間延患者数    入 院   ７，０４０人   外 来   ２６，０００人 

（３）一日平均患者数    入 院    １９．２人   外 来    １０６．５人 

（４）建 設 改 良 費    有形固定資産購入 １２７，６５７千円  病院施設整備 １８，０２９千円   

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収   入                            支   出 

第１款 病院事業収益    ７７０，８３８千円     第１款 病院事業費用   ７７０，８３８千円 

第１項 医 業 収 益   ４８９，９９８千円      第１項 医 業 費 用  ７６４，４７８千円 

第２項 医 業 外 収 益   ２８０，８４０千円      第２項 医 業 外 費 用    ５，８８０千円 

第３項 予 備 費      ５００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 

１３，１５８千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額５００千円及び過年度分損益勘定留保資金 

１２，６５８千円で補てんするものとする。）。 
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収   入                          支   出 

第１款 資 本 的 収 入    １４４，４７３千円      第１款 資 本 的 支 出   １５７，６３１千円 

  第１項 企 業 債    ７５，６８０千円      第１項 建 設 改 良 費  １４５，６８６千円 

第２項 一般会計出資金     ７，９６３千円      第２項 企業債償還金   １１，９４５千円 

第３項 他会計補助金     ２，７５０千円 

第４項 国 庫 補 助 金    ５８，０８０千円 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利  率 償還の方法 

医療機器及び 

備品購入事業 
５８，０８０千円 

証書借入 

5.0％以内 

（ただし、利率見直し方式で借り

入れる政府資金及び地方公共団体

金融機構資金等について、利率の

見直しを行った後においては、当

該見直し後の利率） 

借入先の貸付条件による。

ただし、財政の都合によ

り、償還年限の短縮、繰上

償還又は低利に借り換える

ことができる。 
施設整備事業 １７，６００千円 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、２５０,０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）医 業 費 用     ２６２，９１３千円 

（２）医業外費用       ５，８６０千円 
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費

の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費     ５０１，４８５千円 

（２）交 際 費          ８０千円 

（他会計からの負担金） 

第９条 一般会計からこの会計へ負担を受ける金額は、３０７,９６３千円である。 

（たな卸資産の購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、７０,０００千円と定める。 

 （重要な資産の取得） 

第１１条 重要な資産の取得は、次のとおりとする。 

種  類 名    称 数  量 

医療機器 人工呼吸器 一式 

  

 

令和７年３月３日提出 

西 川 町 長  菅 野 大 志     
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予　算　に　関　す　る　説　明　書

（　病　院　事　業　会　計　）
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　収      入 （単位：千円）

予　定　額 備　　　　　　　　　　　考

1 病 院 事 業 収 益 770,838

1 医 業 収 益 489,998

1 入 院 収 益 189,999

2 外 来 収 益 197,995

3 そ の 他 医 業 収 益 102,004

2 医 業 外 収 益 280,840

1 受 取 利 息 配 当 金 10

2 他 会 計 負 担 金 247,355

3 他 会 計 補 助 金 15,529

4 長 期 前 受 金 戻 入 10,036

5 その他医業外収益 7,910

目項

令和７年度西川町病院事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款
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（単位：千円）

予　定　額 説　　　　　　　　　　　明

1 病 院 事 業 費 用 770,838

1 医 業 費 用 764,478

1 給 与 費 501,485

2 材 料 費 58,375

3 経 費 146,415

4 減 価 償 却 費 53,089

5 資 産 減 耗 費 4,164

6 研 究 研 修 費 950

2 医 業 外 費 用 5,860

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

721

2 長期前払消費税償却 3,629

3 雑 損 失 10

4 消費税及び地方消費税 1,500

3 予 備 費 500

1 予 備 費 500

　支      出

款 目項
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 収      入 （単位：千円）

予　定　額 説　　　　　　　　　　　明

1 資 本 的 収 入 144,473

1 企 業 債 75,680

1 企 業 債 75,680

2 一 般 会 計 出 資 金 7,963

1 一 般 会 計 出 資 金 7,963

3 他 会 計 補 助 金 2,750

1 他 会 計 補 助 金 2,750

4 国 庫 補 助 金 58,080

1 国 庫 補 助 金 58,080

（単位：千円）

予　定　額 説　　　　　　　　　　　明

1 資 本 的 支 出 157,631

1 建 設 改 良 費 145,686

1 有 形 固 定 資 産
購 入 費

127,657

2 病 院 施 設 整 備 費 18,029

2 企 業 債 償 還 金 11,945

1 企 業 債 償 還 金 11,945

資 本 的 収 入 及 び 支 出

 支      出

款 項 目

款 項 目
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    　   (単位：千円）

当年度純利益 △ 26,111

減価償却費 53,089

賞与引当金の増加額 0

貸倒引当金の増加額 100

長期前受金戻入額 △ 10,036

支払利息 0

固定資産除却額 3,663

未収金の増減額 104,122

未払金の増減額 0

貯蔵品の増加額 △ 315

長期前払消費税償却 3,629

利息及び配当金の受取額 △ 10

利息の支払額

128,131

有形固定資産の取得による支出 △ 145,686

国庫補助金等による収入 0

一般会計からの繰入金による収入 7,963

△ 137,723

企業債による収入 75,680

企業債の償還による支出 △ 11,945

63,735

資金減少額 54,143

資金期首残高 26,547

資金期末残高 80,690

令和7年度西川町病院事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）

１　診療活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
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報　酬 給　料 手　当 計

(0) 0 (0) 65 55,985 192,008 174,627 422,620 69,448

(0) 0 (0) 64 41,930 182,990 166,870 391,790 67,904

(0) 0 (0) 1 14,055 9,018 7,757 16,775 1,544

区　分
扶　養
手　当

勤　勉
手　当

寒冷地
手　当

時 間 外
勤務手当

管理職
手　当

住　居
手　当

宿日直
手　当

医　師
手　当

夜間看護
手　　当

その他
退職手当
組合負担金

本年度 7,188 35,192 2,254 8,129 2,873 948 7,719 29,719 3,360 4,440 22,549

前年度 6,827 32,510 2,312 7,615 2,028 834 9,444 30,643 4,901 10,520 23,569

比　較 361 2,682 △ 58 514 845 114 △ 1,725 △ 924 △ 1,541 △ 6,080 △ 1,020

459,694

比 較 32,374

手
当
の
内
訳

通　勤
手　当

期　末
手　当

4,583 45,673

4,641 31,026

△ 58 14,647

１　総　括 （単位：千円）

区　　　分
職　員　数（人） 給　与　費

共済費 合　計
備　　　考

特別職 一般職 （退職手当組合負担金）

本 年 度 492,068 (22,549)

前 年 度

給　与　費　明　細　書

(23,569)
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　ア　会計年度任用職員以外の職員

報　酬 給　料 手　当 計

(0) 0 (0) 43 192,008 168,189 360,197 64,593

(0) 0 (0) 45 182,990 162,156 345,146 62,696

(0) 0 (0) △ 2 0 9,018 6,033 15,051 1,897

区　分
扶　養
手　当

勤　勉
手　当

寒冷地
手　当

時 間 外
勤務手当

管理職
手　当

住　居
手　当

宿日直
手　当

医　師
手　当

夜間看護
手　　当

その他
退職手当
組合負担金

本年度 7,188 35,192 2,254 8,029 2,873 948 7,719 29,719 3,360 4,440 22,549

前年度 6,827 32,510 2,312 7,015 2,028 834 9,444 30,643 4,901 10,520 23,569

比　較 361 2,682 △ 58 1,014 845 114 △ 1,725 △ 924 △ 1,541 △ 6,080 △ 1,020

※備考　１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったもの
　について記載すること。
２　（　）内は、短時間勤務職員について外書きすること。

16,948

手
当
の
内
訳

区　　　分
給　与　費

共済費
備　　　考

（退職手当組合負担金）

職　員　数（人）

特別職 一般職

本 年 度

前 年 度

比 較

合　計

424,790

407,842

（単位：千円）

(23,569)

(22,549)

通　勤
手　当

3,245

3,641

△ 396

期　末
手　当

40,673

27,912

12,761
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　イ　会計年度任用職員

報　酬 給　料 手　当 計

22 55,985 6,438 62,423 4,855

19 41,930 4,714 46,644 5,208

(0) 0 (0) 3 14,055 0 1,724 1,724 △ 353

区　分
扶　養
手　当

勤　勉
手　当

寒冷地
手　当

時 間 外
勤務手当

管理職
手　当

住　居
手　当

宿日直
手　当

医　師
手　当

夜間看護
手　　当

その他
退職手当
組合負担金

本年度 100 0 0

前年度 600 0 0

比　較 0 0 0 △ 500 0 0 0 0 0 0 0

※備考　１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載
　すること。
２　（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤
　務時間に比し短い職員について外書きすること。

比 較 15,426

手
当
の
内
訳

通　勤
手　当

期　末
手　当

1,338 5,000

1,000 3,114

338 1,886

本 年 度 67,278 0

前 年 度 51,852 0

（単位：千円）

区　　　分
職　員　数（人） 給　与　費

共済費 合　計
備　　　考

特別職 一般職 （退職手当組合負担金）
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区　　　分 増　減　額

1,920 給与改定 1,920

442 442

6,656 　人事異動等による増減分 828

　新陳代謝による増減分 △ 5,260

　その他の増減分 11,088

17,878 　給与改定による増減分 192

　手当改定による増減分 17,686

△ 11,845 　人事異動等による増減分 367

　新陳代謝による増減分 △ 3,831

　その他の増減分 △ 8,381

説　　　　　　明

その他の増減分

9,018

6,033

給　　　料

手　　　当

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

制度改正に伴う増減分

２　給料及び職員手当の増減額の明細

備　　　考

（単位：千円）

増　額　事　由　別　内　訳
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(1) 職員１人当たり給与

医　　　師 医療技術職員 看　護　師 准看護師 事務職員 その他職員

（医療職一） （医療職二） （行政職） （技能労務職）

　平均給料月額 （円） 367,867 336,014 341,300 341,100 353,980

令和6年1月1日現在 　平均給与月額 （円） 1,028,036 368,581 401,660 423,512 535,162

　平 均 年 齢（歳） 50.3 46.1 45.6 55.0 45.2

　平均給料月額 （円） 366,200 328,571 338,288 338,200 368,375

令和5年1月1日現在 　平均給与月額 （円） 977,367 392,602 408,904 435,627 581,667

　平 均 年 齢（歳） 49.3 44.9 44.7 54.0 43.6

(2) 初任給

医　　　師 医療技術職員 看　護　師 准看護師 事務職員 その他職員

（医療職一） （医療職二） （行政職） （技能労務職）

185,400 168,300

185,000 213,700

196,100 221,700

346,600 205,900 231,900 199,100

短　大　三　年　卒

大　　　学　　　卒

３　給料及び手当の状況

高　　　校　　　卒

（医療職三）

（医療職三）

区　　　　　　分

区　　　　　　分

短　　　大　　　卒
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(3) 級別職員数

職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比

(人） （％） (人） （％） (人） （％） (人） （％） (人） （％） (人） （％）

1 1 1 0 0.0

1 2 2 2 0 0.0

1 2 3 18 64.3 3 1 100.0 3 2 40.0

令和6年1月1日現在 2 1 33.3 3 3 42.9 4 7 25.0 4 4 1 20.0

3 1 33.3 4 3 42.9 5 2 7.1 5 5 1 20.0

4 1 33.3 5 1 14.3 6 1 3.6 6 6 1 20.0

計 3 100.0 計 7 100.1 計 28 100.0 計 1 100.0 計 5 100.0 計

1 1 1 0 0.0

1 2 2 2 2 33.2

1 2 3 18 66.7 3 1 100.0 3 1 16.7

令和5年1月1日現在 2 1 33.3 3 3 42.9 4 6 22.2 4 4 1 16.7

3 1 33.3 4 3 42.9 5 2 7.4 5 5 1 16.7

4 1 33.3 5 1 14.3 6 1 3.7 6 6 1 16.7

計 3 100.0 計 7 100.1 計 27 100.0 計 1 100.0 計 6 100.0 計

医　　師

区　　　分
級 級

看　護　師 准看護師 事務職員 その他職員

級 級 級

医療技術職員

級
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（級別の基準となる職務内容）

２　級

３　級

４　級

１　級

２　級

３　級

４　級

５　級

１　級

２　級

３　級

４　級

５　級

６　級

１　級

２　級

３　級

４　級

５　級

６　級

知識と経験を必要とする業務を行う主事、知識と経験を必要とする業務を行う保健師、知識と経験を必要とする業務を行う保育士、
知識と経験を必要とする業務を行う技師

総看護師長

課長補佐、保育園長、支所長、室長補佐、事務長補佐、事務局長補佐、指導主事、専門員

課長、会計管理者、室長、事務長、事務局長、主幹

行
　
政
　
職

主任、主任保育士

係長、副保育園長

主事補、技師補、主事、保健師、保育士、技師

医
療
職
三

准看護師

看護師、困難な業務を行う准看護師

困難な業務を行う看護師、特に困難な業務を行う准看護師

看護師長、主任

副総看護師長、困難な業務を行う看護師長、困難な業務を行う主任

栄養士、診療放射線技師、臨床検査技師、理学療法士、作業療法士

係長、困難な業務を行う主任栄養士、困難な業務を行う主任診療放射線技師、困難な業務を行う主任臨床検査技師、困難な業務を行
う主任理学療法士、困難な業務を行う主任作業療法士

医
療
職
一

区　　分

医
療
職
二

薬剤師、困難な業務を行う栄養士、困難な業務を行う診療放射線技師、困難な業務を行う臨床検査技師、困難な業務を行う理学療法
士、困難な業務を行う作業療法士

職　　　務

薬局長、課長補佐、困難な業務を行う係長、栄養士長、診療放射線技師長、臨床検査技師長、理学療法士長、作業療法士長

主任薬剤師、主任栄養士、主任診療放射線技師、主任臨床検査技師、主任理学療法士、主任作業療法士

医師、歯科医師

病院の副院長、診療医（科）長、診療所長

病院の長
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(4) 昇給

合 計 医 師 医療技術職員 看 護 師 准 看 護 師 事 務 職 員 その他職員
(A) （人） 43         2          7          28         1          5          -
(B) （人） 43         2          7          28         1          5          -
（人） 2          1          1          
（人） 6          1          1          2          1          1          
（人）            
（人） 35         6          26         3          
（人）            
（人）            

(B)  ／  (A) （％）100.0      100.0      100.0      100.0      100.0      100.0      -

合　　計 医　　師 医療技術職員 看　護　師 准看護師 事務職員 その他職員

(A) （人） 44         2          7          28         1          6          -
(B) （人） 44         2          7          28         1          6          -
（人） 3          1          2          
（人） 6          1          1          2          1          1          
（人） 1          1          
（人） 33         5          25         3          
（人） 1          1          
（人）            

(B)  ／  (A) （％）100.0      100.0      100.0      100.0      100.0      100.0      -

合　　計 医　　師 医療技術職員 看　護　師 准看護師 事務職員 その他職員

（％） 14.4 53.0 0.0 5.6 10.0 0.0

（％） 72.7 100.0 0.0 100.0 100.0 0.0

（円） 82,087 646,917 0.0 22,922 44,217 0.0

比   率

(5) 特殊勤務手当(令和6年1月支給実績)

６号給

職員数
昇給に係る職員数

昇給内訳

本

年

度

職員数
昇給に係る職員数

昇給内訳

比   率

３号給
４号給

前

年

度

４号給

２号給

８号給

０号給

３号給

６号給

診療手当、へき地手当、入院管理手当、内視鏡手当、透析手当、出張診療手当、夜間看護手当
夜間勤務手当、保健指導手当、防疫作業手当

区　　　　分

　給料総額に対する比率

支給対象職員の比率

　支給対象職員１人当たり平均支給月額

特殊勤務手当の名称

８号給

２号給

区 分

０号給

区 分
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(6) 期末手当・勤勉手当

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度

(7) 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区　　　分

支給率等

一般会計の制度
（支給率等）

(8) その他の手当

職制上の段階職務の
等級による加算措置

備　　考
支給率計支　給　期　別　支　給　率

区　　　分

2.225

６月（月分）

2.225

2.175 2.275

(月分)

24.586875

25年勤続の者
（月分）

33.27075

33.27075

20年勤続の者
（月分）

24.586875

35年勤続の者
（月分）

4.45

4.45

１２月（月分）

2.225

4.45

その他の加算措置等

有

有

有

備　考

47.709

最高限度
（月分）

47.709

47.709

定年15年以内に退職する勤続20年以上の者
を対象として、定年前1年につき最大3%の割増

47.709

同　上

2.225

通　　勤　　手　　当 -

同　　じ

同　　じ

扶　　養　　手　　当

住　　居　　手　　当

同　　じ

区　　　　　　　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

-

-
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左の財源内訳

期　間 金　額 期　間 金　額 損益勘定留保資金

千円 千円 千円 千円

病院LED照明リース資産購入事業 17,000 令和6年度 1,412
令和7年度から
令和15年度まで

12,712 12,712

事　　項 限度額

前年度末までの支払義務発生
（見込）額

当該年度以降の支払義務発生
予定額

債務負担行為に関する調書
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1
(1) 千円 千円 千円 千円
イ 64,461
ロ 1,633,957

1,328,729 305,228
ハ 50,426

34,742 15,684
ニ 618,351

392,238 226,113
ホ 4,375

4,156 219
ヘ 11,100

1,998 9,102
620,807

(2)
イ 249

249
(3) 投資その他の資産
イ 121
ロ 16,617

16,738
637,794

2
(1) 80,690
(2) 180,732

0
(3) 4,500
(4) 0

265,922
903,716

減 価 償 却 累 計 額

令和7年度西川町病院事業予定貸借対照表
（令和8年3月31日）

資　　産　　の　　部
固 定 資 産
有形固定資産
土 地
建 物
減 価 償 却 累 計 額
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
器 械 備 品

固 定 資 産 合 計

車 輌
減 価 償 却 累 計 額
リ ー ス 資 産
減 価 償 却 累 計 額
有 形 固 定 資 産 合 計
無形固定資産
電 話 加 入 権
無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 有 価 証 券
長 期 前 払 消 費 税
投資その他資産合計

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

流 動 資 産
現 金 預 金
未 収 金
貸 倒 引 当 金
貯 蔵 品
前 払 金
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3
(1) 80,080
(2) 8,107

88,187
4
(1) 7,262
(2) 1,028
(3) 15,000
(4)
(5)

31,350
(6) 3,400

58,040

5
221,457

△ 182,737
38,720
184,947

6
(1) 958,154

958,154
7
(1)

1,325
1,325

(2)
イ 139
ロ 240,849

△ 240,710
△ 239,385
718,769
903,716

賞 与 引 当 金

負　　債　　の　　部
固 定 負 債
企 業 債
リ ー ス 債 務
固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
企 業 債
リ ー ス 債 務
未 払 金
未払消費税及び地方消費税

引 当 金

剰 余 金

そ の 他 流 動 負 債
流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資　本　の　部
資 本 金
繰 入 資 本 金
資 本 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金
受 贈 財 産 評 価 額
資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金
当年度未処理欠損金
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1 千円 千円 千円

(1) 186,826

(2) 155,807

(3) 110,403 453,036

2

(1) 474,292

(2) 78,528

(3) 134,093

(4) 58,626

(5) 693

(6) 837 747,069

294,033

3

(1) 11

(2) 253,056

(3) 15,088

(4) 10,036

(5) 8,418 286,609

4

(1) 1,069

(2) 2,906

(3) 14,712 18,687 267,922

26,111

26,111

152,623

0

178,734

資 産 減 耗 費

令和6年度西川町病院事業予定損益計算書
（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

医 業 収 益

入 院 収 益

外 来 収 益

そ の 他 医 業 収 益

医 業 費 用

給 与 費

材 料 費

経 費

減 価 償 却 費

雑 損 失

研 究 研 修 費

医 業 損 失

医 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他 医 業 外 収 益

医 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

長期前払消費税償却

経 常 損 失

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 欠 損 金

その他の未処分利益剰余金変動額

当年度末処理欠損金
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1

(1) 千円 千円 千円

イ 64,461

ロ 1,625,667

1,304,133 321,534

ハ 50,426

33,144 17,282

ニ 552,174

419,181 132,993

ホ 4,375

4,156 219

ヘ 11,100

999 10,101

546,590

(2)

イ 249

249

(3) 投資その他の資産

イ 121

ロ 12,988

13,109

559,948

2

(1) 26,547

(2) 291,900

0

(3) 4,815

(4) 0

323,262

883,210

減 価 償 却 累 計 額

令和6年度西川町病院事業予定貸借対照表
（令和7年3月31日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有形固定資産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

器 械 備 品

固 定 資 産 合 計

車 輌

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無形固定資産

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 有 価 証 券

長 期 前 払 消 費 税

投資その他資産合計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

前 払 金

24



3
(1) 11,212
(2) 9,134

20,346
4
(1) 11,945
(2) 998
(3) 15,000
(4) 1,482
(5)

31,350
(6) 3,400

64,175

5
203,085

△ 173,675
29,410
113,931

6
(1) 945,428

945,428
7
(1)

1,121
1,325

2,446
(2)
イ 139
ロ 178,734

△ 178,595
△ 176,149
769,279
883,210

賞 与 引 当 金

負　債　の　部
固 定 負 債
企 業 債
リ ー ス 債 務
固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
企 業 債
リ ー ス 債 務
未 払 金
未払消費税及び地方消費税

引 当 金

剰 余 金

そ の 他 流 動 負 債
流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資　本　の　部
資 本 金
繰 入 資 本 金
資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額
資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

他 会 計 補 助 金

当年度未処理欠損金
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　収      入 （単位：千円）

金     額

1 770,838 766,932 3,906

1 医 業 収 益 489,998 480,380 9,618

1 入 院 収 益 189,999 183,350 6,649 1 入 院 収 益 189,999

2 外 来 収 益 197,995 195,043 2,952 1 外 来 収 益 197,995

102,004 101,987 17 1 室料差額収益 1,3201床　6室（特別環境療養室）1日1,100円

25,000

3 医療相談収益 25,131

4 介護保険収益 1,453

5その他医業収益 6,091

6 他会計負担金 43,009 一般会計繰入金（救急医療の確保に要する経費）

病院　　  年間患者見込数  26,000人
　　      1人1日当り収入  7,600円
診療所　　50人

説　　　　　　　　　　　明

年間患者見込数
　延 7,040人
　1人1日当り収入　 27,000円

そ の 他
医 業 収 益

令和7年度西川町病院事業会計予算説明書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

病院事業収益

区分

節
比較款　・　項 目

本年度
予算額

前年度
予算額

3

人間ドック
国保ヤング検診

公 衆 衛 生
活 動 収 益

2

休日救急医療対策補助金
学校医委託料（2校）
産業医委託料（五百川屋、NSK、ダム、役場）
その他検診委託料
材料費、文書料

訪問看護・訪問リハビリ
認定審査会委員派遣委託料
主治医意見書料

事業所健康診断
調理師検査
保育園内科健診
予防接種
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2 医業外収益 280,840 286,552 △ 5,712

1受取利息配当金 10 10 0 1 預 金 利 子 10 普通預金利子

2 他会計負担金 247,355 253,056 △ 5,701 1 他会計負担金 247,355

3 他会計補助金 15,529 15,088 441 1 他会計補助金 15,529

4長期前受金戻入 10,036 10,036 0 1長期前受金戻入 10,036 長期前受金戻入（補助金減価償却分）

1不用品売却収益 10 不用品売却代

一般会計繰入金（建設改良に要する経費）
一般会計繰入金（不採算地区病院運営に要する経費）
一般会計繰入金（付属診療所運営に要する経費）
一般会計繰入金（へき地医療確保に要する経費）
一般会計繰入金（経営強化プラン評価に要する経費）

山形県保険給付費等交付金
　へき地診療所運営費
　直営診療施設の健康管理事業
　救急患者受入支援体制事業
一般会計繰入金（共済追加費用負担金）
一般会計繰入金（医師看護師の研究研修に要する経
費）
一般会計繰入金（医師確保対策に要する経費）
一般会計繰入金（児童手当に要する経費）

5
そ の 他
医 業 外 収 益

7,910 8,362 △ 452

2
そ の 他
医 業 外 収 益 7,900

特養併設診療嘱託医負担金
洗濯機・乾燥機使用料
公衆電話使用料
カード式テレビ使用料
行政財産使用料
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（単位：千円）

金     額

1 770,838 766,932 3,906

1 医 業 費 用 764,478 759,647 4,831

1 給 与 費 501,485 473,273 28,212 1 給 料 190,107 医師、看護師、医療技術職員、事務職員

2 手 当 159,513

3 報 酬 55,985

4 法 定 福 利 費 64,530

2 材 料 費 58,375 58,414 △ 39 1 薬 品 費 22,000 薬品払出分

2 診 療 材 料 費 30,080 診療材料直購入分

3 医療消耗備品費 100 医療用消耗品

4 給 食 材 料 費 5,832 入院患者用給食材料

5 給食 消耗 品費 330 給食用消耗品

6 給食消耗備品費 33 給食用消耗備品

　支      出

扶養手当、管理職手当、通勤手当、時間外勤務手当、
住居手当、期末勤勉手当、寒冷地手当、宿日直手当、
特殊勤務手当、夜間勤務手当、退職手当組合負担金、
児童手当、地域手当・初任給手当（派遣医師）
会計年度任用職員：期末手当

説　　　　　　　　　　　明

病院事業費用

共済組合負担金、共済追加費用、互助会負担金、
公務災害補償負担金
会計年度任用職員：社会保険料、雇用保険料、労災保険
料

会計年度任用職員給与：医師、看護師、社会福祉士、
理学療法士、看護補助、内視鏡助手、宿直員、
ﾎﾞｲﾗｰ・自動車運転技士、事務補助
会計年度任用職員手当：時間外勤務手当、通勤費補助、
特殊勤務手当（医師）

款　・　項 目
節

区分

前年度
予算額

本年度
予算額

5
期末、勤勉手当引当金
共済負担金引当金

比較

賞 与 引 当 金
繰 入 額

31,350
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3 経 費 146,415 167,691 △ 21,276 1 厚 生 福 利 費 1,774 職員健康診断、院内感染防止対策費　他

2 報 償 費 34,904 非常勤医師、経営強化プラン評価委員

3 旅 費 交 通 費 1,933非常勤医師、経営強化プラン評価委員、訪問タクシー使用

4 職 員 被 服 費 86 職員診療衣

5 消 耗 品 費 3,068 施設維持用、事務用消耗品

6 消 耗 備 品 費 50

7 光 熱 水 費 17,438 電気料、上下水道料

8 燃 料 費 12,277 重油、ガソリン、プロパンガス、灯油

9 食 糧 費 70

10印 刷 製 本 費 300 各種帳票等印刷

11修 繕 費 3,645 医療機器定期修繕、施設設備修繕

12保 険 料 866

13賃 借 料 13,004

14委 託 料 53,378

15通 信 運 搬 費 1,350 郵便料、電話料、通信回線使用料

16諸 会 費 1,195 医師会費、国保診療施設負担金

17
貸 倒 引 当 金
繰 入 額

100 貸倒引当金繰入額

18雑 費 897

19交 際 費 80

放送受信料、車検費用、診療費決済手数料
新聞購読料（軽減税率）

患者給食調理業務、検査、清掃、医療廃棄物処理運搬、
CT画像読影、医療機器・施設設備保守

寝具、カーテン、医療機器、酸素濃縮器
コピー機、印刷機、衛生器具、透析室テレビ

病院賠償責任保険、共済分担金
公用車車検保険料
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4 減 価 償 却 費 53,089 58,626 △ 5,537 1
建 物
減 価 償 却 費

24,408

2
構 築 物
減 価 償 却 費

1,598

3
器 械 備 品
減 価 償 却 費

26,084

4
リ ー ス
減 価 償 却 費

999

5 資 産 減 耗 費 4,164 693 3,471 1たな卸資産減耗費 501

2 固定資産除却費 3,663

6 研 究 研 修 費 950 950 0 1 図 書 費 100 参考図書

2 旅 費 交 通 費 420 学会及び研修会旅費

3 謝 金 30 講師謝金

4 研 究 雑 費 400 学会及び研修会参加料

2医業外費用 5,860 6,785 △ 925

721 1,069 △ 348 1 企 業 債 利 息 469

2 リース支払利息 252

2
長期前払消費税
償 却

3,629 2,906 723 1
長期前払消費税
償 却

3,629

3 雑 損 失 10 10 0 1 その 他雑 損失 10

4
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

1,500 2,800 △ 1,300 1
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

1,500

3 予 備 費 500 500 0

1 予 備 費 500 500 0 1 予 備 費 500

1
支払 利息 及び
企業債取扱諸費
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　収      入 （単位：千円）

金     額

1 144,473 7,731 136,742

1 企 業 債 75,680 0 75,680

1 企 業 債 75,680 0 75,680 1 企 業 債 75,680
病院事業債（医療DX事業1/4）
過疎対策事業債（医療DX事業1/4）
病院事業債（工事2件1/2）
過疎対策事業債（工事2件1/2）

2 一般会計出資金 7,963 7,731 232

1 一般会計出資金 7,963 7,731 232 1 一般会計出資金 7,963 一般会計繰入金（建設改良に要する経費）

3 他会計補助金 2,750 0 2,750

1 他会計補助金 2,750 0 2,750 1 他会計補助金 2,750 国保調整交付金（直営診療施設整備）

4 国 庫 補 助 金 58,080 0 58,080

1 国 庫 補 助 金 58,080 0 58,080 1 国 庫 補 助 金 58,080 医療DX事業交付金1/2

資 本 的 収 入

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款　・　項 目
本年度
予算額

前年度
予算額

比較
節

説　　　　　　　　　　　明
区分
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（単位：千円）

金     額

1 157,631 29,504 128,127

1 建 設 改 良 費 145,686 17,907 127,779

1有形固定資産
購 入 費

127,657 15,762 111,895 1
器 械 及 び
備 品 購 入 費

126,244

2リース資産購入費 1,413 LED照明リース料

2
病 院 施 設
整 備 費

18,029 2,145 15,884 1 工 事 請 負 費 2,145

2 企業債償還金 11,945 11,597 348

1 企業債償還金 11,945 11,597 348 1 企業債償還金 11,945 企業債償還金（元金）

医療DXの推進による遠隔医療拡大事業（新地創
交付金）
多用途透析用監視装置（国保交）
歩行器補助　他

病室間仕切工事
医療ガス設備更新工事
エレベーター戸開走行保護装置設置工事

資 本 的 支 出

区分
款　・　項 目

本年度
予算額

比較 説　　　　　　　　　　　明
前年度
予算額

　支      出

節
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会計に関する書類における注記 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

先入先出法による原価法によっています。 

２ 固定資産の減価償却方法 

定額法により減価償却を行っています。 

３ 引当金の計上方法及び算定方法 

（１）退職給付引当金 

    職員の退職手当については、西川町が加入している山形県市町村職員退職手当組合から支給されており、退職手当 

に係る調整特別負担金が生じる場合は西川町一般会計がその全部を負担することとしているため、退職給付引当金は 

計上しておりません。 

（２）賞与引当金 

    職員の期末勤勉手当の支給及び手当の支給に伴い発生する法定福利費の支払いに備えるため、支給見込額のうち当 

該年度に帰属する額を計上しています。 

（３）貸倒引当金 

    債権の貸し倒れによる損失に備えるため、個別に債権ごとの回収可能性を勘案した回収不能額を計上しています。 

４  その他会計に関する書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理は期中税込期末時一括税抜処理方式によっています。なお、控除対象外消費税

等については、当事業年度の費用として処理しています。ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等については

長期前払消費税勘定に計上し、５年間で均等償却を行っています。 

 

２．予定貸借対照表等に関する注記 

企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものを含む）に対して、他会計が負担を予定しているもの 

について、令和６年度の基準に基づき今後も負担があるものとして金額を算定しています。 

 

３．リース契約により使用する固定資産 

 リース取引の処理方法 

リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を 

行っています。 
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